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1． 背景と目的 

1.1 背景 

中国三大湖沼の一つである太湖は、中国にて最

も経済が発達している長江デルタの南部に位置

している。だが、1990年代以来、急速な経済発展

とともに、水汚染が発生し、特に富栄養化の問題

が深刻になりつつある。それに対して、中国政府

は 90年代半ばから厳格な方策を制定し、膨大な

資金投入したが、富栄養化の問題が依然として解

決されていない。2007年 4 月末、富栄養化による

大規模なアオコが発生し、400万の人口を有する

無錫市の水道水が汚染されたという事件が起こ

った。そのように、長年の努力に関わらず、太湖

の水質が引き続き悪化しているのが何故かという疑問は本研究の出発点となった。 

 富栄養化の要因は様々であるが、工業排水や生活汚水等の点源汚染と農畜産業による面源汚染

（非点源汚染）と大きく二つに分けられる。今まで、太湖の富栄養化対策は点源汚染を重視し、

特に工場の排水等に対して厳しい規制を課してきた。そういう施策によって少しの改善効果が見

られたが、前述のように問題の解決には至っていない。そのような現状に対して、近年になって

点源汚染から面源汚染へと関心が移り、今までの施策方向を見直そうとする論調が高まってきた。 

それで、2007 年に策定された「太湖流域水環境総合治理総体法案」（以下「総案」と略する）

では、面源汚染に対する重視度が上昇した傾向が見られる。その中に、大中規模養殖場（年間 200

頭以上の飼育数を持つ）のための専用処理施設を建設する計画が多く定められている。しかし、

本来分散している伝統的な畜産農家を全部規模化・集中化させるには時間がかかるため、現在太

湖流域の畜産廃棄物が未だ薄く、広く分布しているという面源汚染の特徴を維持している。それ

に対して、「総案」では、小規模な畜産農家の集中している地域で“クリーン養殖区”を設立する

という目標が上げられているが、規模化の処理施設と比べて収集・運搬・処理・消費というシス

テムを持続させる難度が高い。そういうことで、分散型の畜産廃棄物を如何に効率的に処理する

かという課題を本研究の中心としたい。 

一方、「総案」では面源汚染の防止に力を入れる姿勢が現れているというものの、具体的な類別

投資額を見れば、1115億元（約 170億ドル）の投資総額の中に、面源汚染に対する投資はわずか

98 億元で、全額の 8.86%しか占めていない。そのように、面源汚染防止のための国家補助金が限

られているため、より自立的、経済性の高い畜産廃棄物処理システムが必要だと考えられる。そ

のために、本研究では、日本の先進モデルを参考する上で、畜産業と農業、工業との連携や CDM

の手段を活用する可能性も検討してみたい。 

 

1.2 研究目的 

太湖富栄養化防止のために、莫大な資金が投入されたが、最も重要な要因の一つである畜産廃

棄物の処理は、自立的なシステムが必要だと思われる。そのために、本研究は各シナリオの環境

図 1：太湖流域地図 



効率評価によって、大きな環境改善効果を高い経済性で実現する可能性を検討する。 

具体的には、三つのステップで研究を進めたいと考えている。まずは、太湖流域における小規

模畜産農家からの畜産廃棄物の処理現状を考察し、日本の先進事例を調査する。そして、調査結

果に基づいて、対象地域に適用可能なシナリオを設定し、環境・経済統合評価の手法を用いてそ

れぞれの環境効率を定量的に評価する。最後に、シナリオ評価の結果により、畜産廃棄物の処理

モデルを提案する。本レポートは主にステップ 1の結果を記述する。 

 

2． 現状考察 

2.1 太湖富栄養化の発展 

 前述のように、太湖富栄養化の問題は中央政府にも地方政府にも関心の高い問題である。図 2

に表示される 1995 年から 2007 年までの太湖汚染指数から見ると、政府による汚染対策の効果は

殆ど見えない。そして、富栄養化の直接表現は毎

年夏季におけるアオコの大量発生である。 

太湖にて富栄養化によるアオコの発生は 1950

年代から観測されたが，当時の資料が非常に少な

いため，アオコの発生面積に関しては，定性的な

論述が多い（孫順才と黄漪平 1993）．そうは言っ

ても，1950年からのアオコの発生に空間的と時間

的な変化が見られる．図 3のように，空間的には，

アオコの発生がだんだん最北部の梅梁湾から西

の湖心部へ，そして湖心部から東南部の東太湖へ

と推移してきた．発生面積の拡大が著しい．そし

て，時間的な変化を見れば，1980 年代では，アオ

コの発生が一般的に夏(6～7 月)に始まったが，発

生時間が段々早くなり，現在では 3～4 月に発生す

ることが多くなっている．更に，発生期間も 1980

年代の四ヶ月から 10ヶ月まで延長してきた．（図 4） 

 

2.2 太湖富栄養化の要因 

太湖流域には上海、蘇州、無錫等の大都市があり、都市化率が 73%に達しているが、重要な農

畜産地でもある。だが、生産技術の発展と農畜用地の縮小によって、農薬や科学肥料が大量に使

図 3：1950年代以来太湖における夏季アオコ発生の空間的

変化(出所：中国科学院南京地理と湖沼研究所) 

図 4：1980 年代から太湖におけるアオコ発

生 の 時 間 的 変 化 （ 出 所 ： Two-Decade 

Reconstruction of Algal Blooms in China’

s Lake Taihu, Hongtao Duan etc., 2009） 

図 2：1995 年から 2007 年までの太湖汚染指数の

変化(出所：中国科学院南京地理と湖沼研究所) 



用され、畜産廃棄物も処理能力を超える

範囲まで増加してきた。太湖に流出した

汚染物質の統計（2005 年）を見れば、面

源汚染からの COD、NH3-N、TP、TN がそれ

ぞれ総量の 45.2%、43.4%、67.5%、51.3%

を占めている(太湖流域水環境総合治理

総体法案 2008)。(図 5)そして、2010年の

「第一次全国汚染源普査公報」によれば、

太湖を含んだ全国の重点水域では、畜産

業からの COD、NH3-N、TP、TN がそれぞれ面源汚染の 58.5%、26.8%、61.7%、34.2%を占めている。

畜産廃棄物が既に太湖富栄養化の最大な要因の一つと考えられている。(焦濤ら,2010) 

太湖流域にて畜産用地は減りつつあるとは言っても、畜産規模は拡大している傾向がある。図

6 のように、1980 年以降、長江デルタ（江蘇省、浙江省、上海市を含む）におけるブタ、家禽の

飼養頭数の著しい増加がみられる。その原因としては、家畜飼養場の規模化が挙げられる。図 7

から見えるように、2001 年から 2008 年の間に零細経営からの出荷量の減少と大規模層の拡大が

起こり、ブタ 1000 頭以下の小規模経営からの出荷頭数・羽数が同期間に 82.3％から 70.9％へと

減少している。そのように、太湖流域における畜産廃棄物の排出が増加しつつ、そして今後も太

湖富栄養化の重要な要因の一つとなると考えあられる。 

 

 

3．日本における事例調査 

 畜産廃棄物の処理シナリオを設定するために、各地の取組みを比較する事例調査は本研究の重

要な一環として考えられている。それで、日本における畜産廃棄物の活用に着目してきた。 

 

3.1 日本におけるバイオマス利活用の概況 

 バイオマスがエネルギーとしても製品としても活用できる再生可能な資源であることから、

2002 年 12 月に「バイオマス・ニッポン総合戦略」が閣議で決定された。それをきっかけに、バ

イオマスの活用が日本で再びブームとなっている。総合戦略では、2010年度を目途とする具体的

な目標が設定され、その実現向けて国、自治体、バイオマス供給・利用者において様々な取組が

進められてきた。それで、既に現在では、今までの取組と目標の達成状況について評価または反

図 5:太湖流域における汚濁物質別の発生源割合（2005年） 

図 6:長江デルタ（江蘇省、、浙江省、上海市）にお

ける家畜飼養頭数の推移 

図 7:長江デルタの飼養規模別出荷頭数の変化

（ブタ） 



省しなければならないと思われる。総合戦略における目標の達成状況は農林水産省によって以下

のようにまとめられている。 

 
バイオマス・ニッポン総合戦略の

目標 
達成状況 課題 

技

術

的

な

観

点 

含水率の低いバイオマスの日処理

量 10 トン程度のプラントにおい

てエネルギー変換効率（電力換算）

として 20%程度を実現できる技術

の開発 

国の所管する独立行政法人や民間

研究機関により多くの優れた技術

が開発された。 

複数の技術を組み合わ

せた効率的なかつ一貫

した技術体系が確立さ

れていない。実用化・普

及には至っていない。 新たに実用化階段のバイオマス製

品を 10種類以上作出 

地

域

的

な

観

点 

「バイオマスタウン」を 300 地区

程度構築 

2010年 11月末まで、全国で 286地

区がバイオマスタウン構想を策定

した。 

バイオマスタウン構想

を策定する際の参考と

なるモデルの提示、各地

域の達成状況の把握等

が不十分である。 

全

国

的

な

観

点 

廃棄物系バイオマスの利用率：炭

素量換算 80%以上 

未利用バイオマスの利用率：25%

以上 

廃棄物系バイオマスの利用率:86% 

未利用バイオマスの利用率：17% 

未利用バイオマスにつ

いて、効率的な収集シス

テムが確立されていな

い。コストの面等で利用

者のニーズに十分対応

できていない。 

バイオマスの活用を促進するに当たっては、地域でバイオマスをエネルギーや製品として効率

的に利用する地域分散型の利用システムを構築することが重要である。そのため、地域の実情や

バイオマスの種類ごとの特性を十分把握した上、地域的な活用推進計画を策定するという自治体

レベルの政策と判断が不可欠である。表 1 のように、総合戦略の推進において、一定の成果が達

成されている。バイオマス利用を特色とした地域づくりに成功し、新たな雇用の創出や廃棄物処

理コストの低減を実現している市町村の事例が存在しているが、それに対して構想に位置付けら

れた取組が十分に進捗せず、構想を策定するだけにとどまった市町村も少なくない。農林水産省

は 2020 年に 600 市町村においてバイオマス活用推進計画を策定するという目標を立てているが、

そのためにはこれまでの先進事例を調査し、今後の市町村計画に参考できるものを取り上げる必

要がある。 

 

3.2 先進事例 

(1) 栃木県茂木町 

 茂木町では、2006年にバイオマスタウン構想が発表され、主には廃棄物系バイオマスの堆肥化、

森林バイオマスのリサイクル、廃食用油のエネルギー利用という三つの事業があり、特に廃棄物

系バイオマスの堆肥化が中核になっている。 

 事業内容： 

町内で発生する家畜糞尿、生ごみ、もみがら、おかご、落ち葉という五種類のバイオマスを有

表 1：バイオマス活用推進基本計画（農林水産省 2010年 12月より作成） 



機物リサイクルセンター「美土里館」に収集し、完熟堆肥「美土里堆肥」を製造している。また、

「美土里堆肥」を使用して栽培した農産物「美土里堆肥農産物」をして認定し、学校給食や農産

物直売所を通じて町民に提供する地産地消を進め、資源と食を通じた循環型社会が構築されてい

る。 

利用されるバイオマス（年間）： 

 牛ふん尿：3,228ｔ            生ごみ：512ｔ 

 もみ殻：250ｔ              落ち葉：250ｔ 

 おがこ：200ｔ 

製造される堆肥（年間）：1,117ｔ 

 バイオマスタウン推進の効果 

 バイオマスの堆肥化利用にあたって、製品の品質管理や販売先の確保が常に問題になっている

が、美土里館で生産される堆肥は一年を通して品不足となるほどの売れ行きを維持している。そ

して、間接的な効果としては、これまで払っていた負担金や他事業の事業費の削減にも貢献して

いる。更に、そういう費用効果は定量的に換算されている。その以外に数値で表示できない効果

も沢山出ている。（図 8） 

 課題： 

 生ごみの利用については、分別、リサイクルするという住民意識が薄く、焼却ごみと一緒に処

分するところが多い。分別を徹底し、生ごみの回収率を高めるとともに堆肥化を推進していかな

ければならない。 

 バイオマスの堆肥化によって様々な環境効果が生まれているが、事業単独は年間 2000 万円の赤

字で運営しているのが実情である。今後循環的な利用システムを持続させるためには、堆肥の収

益を上げ、自立できる管理運営を作らなければならない。 

 

(2) 千葉県旭市 

 旭市は農業と水産業が盛んな地域である。農業・畜産業・水産業からのバイオマス資源、食品

産業からの食品加工残渣などを活用する目的で、2007年に旭市バイオマス構想を公表した。 

 事業内容： 

 構想では、食品残渣、野菜非食部の飼料化、家畜排泄物の堆肥化、バイオディーゼル利用、街

路樹せん定枝による熱供給、バイオプラスチックの利用拡などの事業が含まれているが、中核と

図 8：茂木町におけるバイオマスタウン推進の費用効果と環境貢献（出典：バイオマスタウンレポート

～茂木町～、関東バイオマス資源活用促進協議会 2009年 9月） 



なるのは食品残渣の飼料化と家畜排泄物の堆肥化による構築連携の取組である。（図 9） 

① 食品残渣（廃棄物系バイオマス）及び野菜非食部（未利用バイオマス）の利活用 

・リキッドフィーディング（食品加工残渣及び野菜非食部などによる豚液状飼料）などを核とし

て安全、循環を実現した資源の飼料化施設設備、液体飼料給餌豚舎整備 

・野菜非食部を発酵させ、鶏飼料として利用 

② 家畜排泄物利用（堆肥化、肥料投入） 

・サンライズプラン（鶏ふんの田への肥料投入）等の拡大実施 

・万歳米の取組。堆肥を利用したブランド米栽培の取組 

 効果 

 食品加工業、コンビに、スーパー等で排出される食品残渣の飼料化により、飼料自給率の向上

及び残渣の焼却費用や焼却燃料使用量の削減に寄与する。そして、市内に限らず、県内外から飼

料原料を収集しており、国内における飼料自給率向上、食品リサイクル法の目標達成の趣旨に合

致している。 

 課題 

リキッドフィードで育てた豚肉の品質・安全性をアピールし、リキッドフィードの更なる普及

を通して「食料自給率 60%」の達成を目指す。旭市のバイオマスタウン構想の全体としては、食

品残渣の飼料化と家畜排泄物の堆肥化をより有機的に組み合わせた、バイオマス利活用の拡大と、

地域農畜産物のブランド確立が期待される。 

 

(3) 福岡県大木町 

大木町は福岡県南西部筑後平野に位置する人口約 1 万 4 千人の町である。大木町では循環型地

域社会作りを目指し、平成 7年度から資源ごみの分別収集、平成 12年度に大木町地域新エネルギ

ービジョンに基づく生ゴミ・屎尿等の有機系廃棄物の活用計画ならびに、太陽光など自然エネル

図 9：食とバイオマスの A-Class（王国）プラン（出典：旭市バイオマスタウン構想） 



ギーの導入計画を導入している。また、住民活動が盛んで、福祉・環境・まちづくり・子育てな

どをテーマにした団体が活発に活動しており、行政と住民のパートナーシップによるまちづくり

を進めている。平成 18年度からは、屎尿と生ごみのバイオマスガス化発電および液肥生産を開始

し、本格的な有機のまちづくりを開始した。生ごみ分別への 9 割を越える高い住民協力などが有

名である 

 事業内容 

 国のバイオマス日本総合戦略の方針を受け、大木町は全国に先駆けてバイオマスタウン構想を

発表し、2005年 2月に国から第一次分として公表された。 

① バイオガス発電 

大木町は、町内で発生する生ごみ、し尿、浄化槽汚泥をメタン発酵させ、発電などのエネルギ

ーとして利用し、さらに発酵後の消化液を有機肥料として活用するための施設、おおき循環セン

ター「くるるん」を平成十八年十一月から本稼働させている。「くるるん」に設置されたバイオガ

スプラントの一日当たり計画処理量は、生ごみ三.八トン、し尿七トン、浄化槽汚泥三〇.六トン

となっており、町内の発生量をすべて資源化することができる。 

② バイオガス液肥 

バイオガス液肥は「くるっ肥」という名称で、工業汚泥肥料として普通肥料登録を受けている。

「くるっ肥」は年間六千トンを生産しており、主に水稲や麦の肥料として使用している。「くるっ

肥」を使って栽培した農産物を、学校給食や地域の家庭へ届ける取り組みも進めている。特に、

「くるっ肥」を使い、減農薬・減化学肥料で栽培した米は「環のめぐみ」という特別栽培米とし

て、学校給食や住民に優先販売を行っている。 

 効果 

「くるるん」は生ごみなどバイオマス資源化施設として、あえて国道バイパス沿いの町の中心

部に建設し、いつでも見学できるオープンな施設にしている。また、循環のまちづくりの拠点施

設として、資料展示室や環境学習室等を設け、隣の敷地には道の駅に併設して農産物直売所、地

産地消レストラン、交流広場などの整備を進めている。 

「くるるん」は同規模の処理施設に比べ、建設費用は三分の一（メタン発酵や前処理などの建

設費用は約五億二千万円）程度と、建設費用が大幅に軽減された。さらに、維持費も同規模の処

理施設に比べても負担が少なく、以前のごみ処理費用に比べ年間二千万円程度、町の負担が軽減

されている。バイオマス資源化という選択は、施設建設コストや維持費用の削減にもつながり、

町の財政負担の軽減にも貢献した。 

 課題 

 大木町では循環施設運営により総運営費用が削減されている。これは、従来多額の処理費用を

要していた「し尿」を利活用することによって処理委託費用が削減されたためである。研究によ

ると、この削減費用を循環施設の利益を考え、大木町が負担する建設費用を回収する年数を算出

したところ、27 年であった。施設の耐用年数が 20 年であることから、建設費用を回収するため

の費用としては不十分である。大木町では現在液肥は無料で配布しており、これを有料化できる

かは不明であるが、建設費用の回収には影響を与えると考えられている。 

 

4．日本事例の現地調査 

栃木県茂木町にて「環境立町宣言シンポジウム inもてぎ」の開催をきっかけに、茂木の堆肥化

事業を調査してきた。そして、翌日に、美土里堆肥事業の詳細及び今後のバイオマス利活用政策

について、茂木町の環境課長矢野健司氏にインタビューした。調査の内容及び結果は以下のよう

にまとめられている。 

 



4.1 茂木町の概況 

 茂木町は栃木県の東南部に位置し、面積の約 7 割を八溝山系の山々に抱かれた自然豊かな町で

ある。173km2 の地域に約 15,000 人が居住しており、長い間で農畜業を従事してきた茂木町民は

自然との関わりが深く、人と環境とのバランスを構築してきた。

しかし、近代化の発展が農業にも波及し、生産技術を向上させる

とともに、家畜糞尿の野積み、地下水汚染、化学肥料の過度使用

など様々な環境問題も引き起こした。それに対して、茂木町は再

び自然との共生を求め、自然資源を生かして循環型の地域作りに

取り組み始めた。 

しかし、小規模な酪農家が多く町全体で飼育頭数が 600頭があ

るのに対して、草地面積が約 80ha しかない。そのため、家畜糞

尿の野積みや過剰施肥による地下水汚染、農家周辺の悪臭や害虫

発生などの問題が起こっていた。そのため、家畜糞尿の処理問題

が迫っていた。一方、2002年に国からバイオマス・ニッポン総合

戦略が決議され、あらゆるバイオマス資源の利活用が呼びかけら

れてきた。茂木町は落ち葉、もみがら、おがくず等豊富なバイオ

マス資源を有しており、それらの活用によって資源循環システム

の構築が望ましい。 

 

4.2 堆肥化事業の内容 

平成 11年に家畜排泄物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律の施行をきっかけに、茂木

町では家畜排泄物処理施設として「茂木町有機物リサイ

クルセンター美土里館」が整備された。しかし、家畜糞

尿を処理するために 6 億円をかけてこの施設を建設す

ることは一般町民により反対されていた。それに対して、

一般家庭と事業系の生ごみも堆肥の原料にすることで、

ようやく住民の合意を得た。そのように、事業最初のト

ラブルを初め、茂木町の堆肥化事業は数多くの地域と同

じように沢山の障害が発生していたが、長年を通して茂

木町が様々な問題をクリアして、日本有数の先進事例に

なったのは、地域の実情に応じて適切な取組をしたから

である。 

(1) 自然資源の活用による堆肥化 

 平成 13～14年度資源リサイクル畜産環境整備事業に

より家畜排泄物処理施設として「茂木町有機物リサイ

クルセンター美土里館」が建設され、茂木町の堆肥化

事業の核心となっている。上述のように、住民の意見

で堆肥の主原料は最初の家畜糞尿に生ごみを加えるこ

とになった。その他に、堆肥の品質を考える上で、落

ち葉、もみがら、おがこを混ぜて、最良な発酵条件を

作り出すことが望まれていた。しかし、理論的な知識

と先進的な施設があっても、この五文字を良質な堆肥

に変換させるのに、三年以上の試みと失敗がかかって

きた。現在、茂木町の「美土里堆肥」は以上五種類の原 写真 3：美土里館の脱臭施設（筆者撮影） 

写真 2：美土里館の中心施設(筆者撮影) 

写真 1：茂木町（筆者撮影） 



料を一定の比例で組み合わせて、105日以上十分に発酵させてできたものである。 

 また、「美土里館」では、事業の持続のために、堆肥変換の他にも様々な工夫が重ねた。堆肥の

原料は家畜糞尿や生ごみのため、堆肥センターに臭気が沢山出る問題がよく言われている。それ

で堆肥化センターの立地問題が常に一つの難問となっている。それに対して、「美土里館」では特

別な脱臭装置が設置されている。何かの機械ではなく、バーク（樹皮）とおが堆肥を堆積するだ

けで、臭気が吸着または微生物による削除される。そういう脱臭材もまた堆肥原料として使える。 

 そして、臭気装置のように、化石燃料を使わす、自然資源の力を活用する工夫は堆肥の乾燥装

置にも見える。発酵された堆肥は、ロータリー式の乾燥機と太陽の熱エネルギーによって乾燥さ

れ、省エネ化が図られている。 

 

(2) 原料収集のトータルコーディネート 

 バイオマス資源は広く、薄く分布している特徴があり、季節、距離等の要素に影響されやすい

ため、その利活用には、変換技術よりも原料の確保が最も大きな問題と思われる。茂木町の原料

収集システムは堆肥化事業が成功した要因の一つである。五種類の原料はそれぞれ下表のように

収集されている。牛糞と生ごみは廃棄物として処理料をもらって回収しており、落ち葉とおがこ

は資源として購入している。それぞれの購入料・処理料は原料提供者の農家や一般町民と話し合

いながら、定めてきたものである。住民にインセンティブを与えるために、経済的なメリットを

感じさせることが重要だということが茂木町の経験から分かってきた。例えば、一般家庭からの

生ごみは生ごみ専用袋の購入代金を処理料としてされており、それは 50円の普通の可燃ごみ袋と

比べて価格差があるため、住民の袋購入負担を軽減した。また、落ち葉は農家に頼って里山から

収集されており、最初は 300 円/袋の購入料を決めたが、文句が出ていたので 400円まで値上げし

たら、経済的な利益が見えてきたため、積極的な協力をもらってきた。 

原料名 収集 運搬 処理・購入料金 

牛糞 美土里館 美土里館 処理料 800～1000円/ｔ 

生ごみ 

一般家庭 家庭にて分別、収集は委託 委託 生ごみ専用袋購入代金 15円/枚 

事業所 事業所 事業所 処理料 15円/キロ 

落ち葉 
農家が里山から収集 

美土里館が集める 
美土里館 400円/袋で農家から購入 

おがこ 

購入する場合 森林組合 森林組合 購入料 4000円/ｔ 

処分する場合 利用者 利用者 処分料 10,000～20,000 円/ｔ 

もみがら 美土里館 美土里館 ライスセンターや農家から無料収集 

 

(3)  地産地消体制の確立 

 堆肥の販売 

 現在、美土里館で年間 1600 トンの「美土里堆肥」が生産され、町内または周辺の町に販売され

ている。ばら堆肥は直接工場で 5,000 円/ｔで販売し、10kg の袋詰めは 500 円、農協、道の駅で

販売している。 

表 2：茂木町堆肥事業における原料収集の仕組み(筆者作成) 



 学校給食 

 農家との契約栽培によって、「美土里堆肥」で作られ

たお米や野菜を学校給食に提供している。学校給食か

ら生まれた生ごみは、美土里館に運ばれ堆肥にしてい

る。 

 美土里シールによるブランド化 

 「美土里堆肥」を使った農産物を「美土里堆肥農産

物」として町が認定し、その農産物に「美土里シール」

を貼って、道の駅や町内のショッピングセンターの「美

土里堆肥栽培農産物コーナー」にて販売されている。 

 

4.3 成果 

 美土里堆肥は年間 800 万円の売上げを創出しており、最初の 1200 トンの生産量を 1600 トン

まで引き上げても品不足となっている 

 有機物を利用した堆肥は化学肥料と比べて、ミネラルや微生物が多く含まれているため、農

作物の成長に適応する土づくりに効果がある。化学肥料と農薬の使用が少なくなり、安全・

安心な野菜ができる土壌と地下水環境も改善している。 

 畜産糞尿の有効処理を図っている。生ごみの堆肥化利用によって年間 2000万円の処理・処分

費用が削減される。 

 生ごみを焼却しないことによる温室効果ガスの排出削減が図っている。 

 

4.4 教訓 

 住民の声を大切にする。 

 茂木町の堆肥化事業は、最初の原料の選定から、原料の処理・購入価格の設定、堆肥販売価格

の設定まで町民や周辺の住民と話し合いながら定めたものである。バイオマス資源の分布は広

い・薄いという特徴があるため、地域の住民に協力してもらわなければならない。それで、事業

実施の際に、住民の合意を得て、住民に迷惑をかけないことは基本である。 

 経済的なインセンティブが不可欠である。 

 バイオマス資源の収集・運搬には、住民の環境意識も重要であるが、ボランティアで協力して

くれることは現実的ではない。適切な販売・処理価格を設定して、住民にメリットを実感させる

インセンティブを与えないと、事業が持続的に進めない。 

 堆肥化は集中・小型でなければならない。 

 バイオマスの利活用には、原料の収集・運搬が一つの難問である。広範囲の収集はコストが高

く、普通の市町村には適しない。そして、牛糞等の原料は沢山集まったら臭気の処理も難しくな

るため、堆肥化をはじめのバイオマス利活用事業に当たっては、集中・小型の地域的循環システ

ムが必要である。 

 

5．今後の課題 

 今後の課題としては、現地調査で取得したデータ及び先行研究での評価方法に基づいて、経済・環境

統合評価を手法を用いてシナリオの環境効率を評価することである。具体的には、以下のような内容があ

る。 

 評価方法 

環境効率＝経済性（収入－支出）/環境改善効果 

（事業収益が赤字の場合、結果値がマイナスになる可能性もある。） 

写真 4：袋詰めの美土里堆肥（筆者撮影） 



 評価指標 

経済性：事業の収益を指している。小規模畜産農家からの畜産廃棄物を処理する場合は収集・運搬・

製造・販売という全体の流れに生じる利益或いは損失を計算する。政府支援策も考慮に入れる。 

環境改善効果：本研究では太湖富栄養化の改善効果を意味する。平均流出率により、太湖に流出す

る汚染物質（COD、NH3-N、TP、TN）の削減値を計算する。 

 シナリオの設定 

 シナリオ 1：太湖流域の現状に基づいたベースライン 

 シナリオ 2：日本の処理モデルを参考した上、畜・農・工連携を検討するシナリオ 

 シナリオ 3：シナリオ 2をベースにして、CDMを活用したシナリオ 

 そして、シナリオの評価結果を踏まえて、畜産廃棄物の処理モデルを提案し、更に太湖流域全体への

普及可能性を検討していく。 
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